
全国調査（中間報告）
～外国にルーツのある住民
と多文化共生の取組～

JAUW調査・研究委員会委員長
勝又幸子（静岡支部会員）

2019年度全国セミナー「教育・ジェンダー・共生」
2019年10月19日（土）於 NWEC



本日報告のアウトライン

調査・研究委員会の目標と全国調査の
ねらい
テーマ「外国にルーツのある子どもの
教育」の背景
調査の結果
政策提言に繋げていくにはどうしたら
いいか？
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調査・研究委員会の目標と全国調査
のねらい
• 2018年総会で承認された新しい委員会（それまであった、教育
委員会と女性エンパワーメント委員会を統合、社会福祉委員会
の調査機能の継承）

• JAUWの第1事業（公益目的活動事業＝調査研究政策提言事
業）を担当

• 支部ごとに行われる「第1事業」の実態を踏まえながら、
JAUWが全国組織として共通して取り組む事業の提案

• JAUWの公益目的活動事業の意義を再認識し、「政策提言」を
目標としてそのエビデンスとなる調査研究をする。

• JAUWの2018-2019年度テーマ「教育・ジェンダー・共生」を
共有し、JAUW会員が関心を持ちやすい調査を行う。
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全国調査（2019年度）テーマ「外国に
ルーツのある子どもの教育」の背景

•少子高齢化・人口減少の日本社会の変化
•2019年4月新在留資格創設の動きなど、
直近の政策動向の把握

•国際的動向「SDGｓだれひとり取り残さ
ない社会の実現」への貢献
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2010年以降、すでに日本の人口は減りつづけ
ている！

2053年には日本の人
口は1億人を下回る
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2015年～2030年 797万人の人口減少推計

https://rc.persol-group.co.jp/roudou2030/
パーソナル総合研究所
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中小企業にも労働時間の適正化を法令でもとめている。
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調査の結果
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札幌支部 仙台支部 茨城支部
新潟支部 東京支部 神奈川支部
金沢支部 静岡支部 奈良支部
京都支部 神戸支部 福岡支部
長崎支部 熊本支部

◎以下14支部の協力が得られた。



質問：貴自治体では、外国にルーツのある住民の保護者と
子のうち、日本語の理解に支障があると思われる人を対象
として中学における進路説明会や相談に、何らかの配慮を
していますか？
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はい いいえ そ
の
他

計

政令指定
都市+区

8 ５ 1 14

市 13 9 1 23
町村 2 1 3

計 23 15 2 40

（注）その他は回答拒否自治体



調査対象とした自治体の内訳
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はい いいえ
その他 計

政令指
定都市
+区

仙台市、新宿区、横浜
市、相模原市、静岡市、
浜松市、京都市、熊本

市

札幌市、大田区、
港南区、新潟市、

福岡市

A区 14

その他
市

常総市、ひたちなか市、
日野市、大和市、海老
名市、綾瀬市、金沢市、
富士市、橿原市、福津
市、長崎市、西宮市、芦

屋市

所沢市、つくば市、
水戸市、小平市、
座間市、大和高田
市、大和郡山市、
桜井市、生駒市

B市 23

その他
町村

東海村、斑鳩町 愛川町 3

計 23 15 2 40

（注）その他は回答拒否自治体

（注）その他は回答拒否自治体



日本語教育推進法（文化庁所管） 成立 2019年7月
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不登校、引きこもりなど、より深刻な問題
を抱える、外国にルーツのあるこどもたち。
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出所「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査
(平成30 年度)」文部科学省

日本語指導が必要な高校生等の進学率 42.2％ それ以外 71.1％
同上 非正規就職率 40.0％ 4.3％

進学も就職もしていない者の率 18.2％ 6.7％



政策提言に繋げていくにはどうしたらいいか？

自治体の実態を知る（好事例の調査）

外国にルーツを持つ人々との共生の実際を具体的にとらえる

政策として、どのような提言を、どのレベルに行っていくのが効
果的なのか？

政策提言の方法を工夫する必要がある。（プレスリリース、啓発セ
ミナーの企画実行等）

その他
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明日（20日）午前10：00～12：00 分科
会「共生」にてみなさんと意見交換したい
とおもいます。ぜひご参加ください。
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